
事業計画および成長可能性に関する事項について

2021年12月21日
日本リビング保証株式会社

東京証券取引所マザーズ市場（7320）
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１： 当社概要について
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代表取締役社長

安達慶高

グループ役職員数

160名（2021年11月1日時点）

拠点展開

東京、大阪、名古屋、福岡

創業

2009年3月

グループ子会社

4

・・ ・



安達慶高
代表取締役社長（経営本部 本部長）

東京工業大学工学部卒業後、三和銀行（現三菱UFJ銀行）に
入行。主要国金利、外国為替のトレーディング、デリバティブ商
品のマーケティング業務に従事。その後、Marsh Inc.日本法
人（マーシュ・ジャパン）に入社、大手医療機器メーカーのPL
リスク対策やキャプティブ投資案件のコンサルティング等を手
掛ける。2013年9月に当社代表取締役に就任。

荒川拓也
代表取締役会長（営業本部本部長）

早稲田大学法学部卒業後、日本火災海上保険（現損害保険
ジャパン株式会社）入社。その後、Marsh Inc.日本法人
（マーシュ・ジャパン）に入社、上場REIT・プライベイトファンド
等のリスクマネジメントや商業物件の地震保険手配等の特殊
な保険手配を数多く手掛ける。2009年3月に当社代表取締
役に就任。
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金融・保険・不動産に強みを持つ経営陣



城戸 美代子
取締役（業務運営本部 本部長）

早稲田大学教育学部卒業後、CBSソ
ニーグループ（現ソニー・ミュージック・
エンターテインメント）入社。その後、もし
もしホットライン入社。多数の大型コンタ
クトセンター業務構築・運営を担う。
2017年9月に当社取締役就任。

吉川 淳史
取締役（管理本部 本部長）

東京大学工学部卒業後、東京大学大学
院在籍中に、東京大学内のベンチャーコ
ンテストに優勝。その後、日本震災パー
トナーズ（現SBIリスタ少額短期保険株
式会社）に入社。ダイレクトマーケティン
グおよび保険関連基幹システムを担当。
2017年9月に当社取締役就任。日本
アクチュアリー会研究会員。

中川 藤雄
社外取締役

早稲田大学法学部卒業後、平成
19年弁護士登録（第一東京弁護
士会）長島・大野・常松法律事務
所を経て、弁護士法人匠総合法律
事務所在籍時に当社を担当。
2017年12月に当社取締役就任。
現在、翼法律事務所所属。

西尾 直紀
社外取締役

東京理科大学理工学部卒業後、アン
ダーセンコンサルティング（現アクセン
チュア株式会社）での経験を経て株式
会社メディアシークを設立。デジタル領
域でのコンサルティングや新規事業開
拓を通じて様々なベンチャー企業をIPO
に導く。2021年9月に当社取締役就任。
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日本の木造戸建住宅は、一般的に、法定耐用年数である22年で、
その資産価値はゼロとなるとされています。

一方で、適切なメンテナンスを実施した住宅は法定耐用年数を
超えても、安心・安全に住み続けることが可能です。

ここに、現在の日本における住宅の資産価値算定における制度と
実態のギャップがあると、私たちは考えています。

私たちが、おうちに関する様々な情報を管理・配送することで、
適切にメンテナンスされた住宅が、適正な資産価値評価を受けられる
社会を実現し、サステナブルな仕組みを作るべく邁進します。

１００年の価値を、すべての住まいに。

＜住宅 × 金融 × Tech でおうち情報のトランスポーターへ＞
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アフターサービススキームを各社毎にカスタマイズ提供する“黒子役”

購入者
（ex:住宅オーナー）

アフターサービス強化や
独自商圏形成を支援

・独自アフターサービス制度を提供
・オリジナルトークン（電子マネー・ポイント）発行

保証制度
運営

各種アフター
業務代行

オリジナル
トークン発行

※

モバイルアプリ
提供

受発注・決済
システム提供

各種AIツール
提供

アフターサービス提供の
代行も実施

製造者・販売者
（ex:ハウスメーカー）

※前払式支払手段（第三者型）発行者のリビングポイント株式会社にて発行



9

製造者・販売者
（ex:ハウスメーカー）

購入者
（ex:住宅オーナー）

アフターサービス強化や
独自商圏形成を支援

ロイヤルカスタマー化
（二次的な収益源形成）

製造者/販売者、購入者の双方にメリットを創出

保証制度
運営

各種アフター
業務代行

モバイルアプリ
提供

受発注・決済
システム提供

各種AIツール
提供

アフターサービス提供の
代行も実施

販売競争力強化
（一次的な収益獲得推進）

製品への信頼
安心・安全

販売差別化
ファン育成

※前払式支払手段（第三者型）発行者のリビングポイント株式会社にて発行

・独自アフターサービス制度を提供
・オリジナルトークン（電子マネー・ポイント）発行

オリジナル
トークン発行

※



「万人受け」よりも「ファン育成」へ
ストック型ビジネスへの転換を支援しているから
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各社に寄り添うカスタマイズで
保証制度設計を支援

アプリを中心に接点構築と
顧客の資産化を支援

オリジナルトークンを中心に
ロイヤルカスタマー化を支援

製造者・販売者の
抱えているニーズ



わたしたちが提供するアフターサービスソリューションは
おかげさまで業界内から高い評価をいただいています
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売上高

営業利益

経常利益

当期純利益

+299

+56

+80

+103

110.6％

110.0％

112.6％

128.1％

3,100

610

710

465

2,801

554

630

362

前期（2021年6月期）において創業以来の13期連続増収を達成
今期（2022年6月期）は、売上・利益ともに過去最高益を予想

12
※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を2022年6月期の期首から適用しておりますが、対前期増減(率）については

旧会計基準等を適用した前期数値と比較して記載しております。
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売上高

経常利益

営業利益

1,031

76

67

直前5期で、売上高は2.6倍、経常利益は8.5倍に急成長

3,100（予想）

710（予想）

610（予想）

13※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を2022年6月期の期首から適用しておりますが、前期以前は旧会計基準等を適用した数値を記載しております。



住宅領域を中心に、近年は非住宅領域にもノウハウを横展開
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カスタマイズしたアフターサービスの企画・実行支援提供価値

主な取引先

ハウスメーカー・マンション
デベロッパー・ビルダー・工務店

などを中心とした住宅事業者

再生可能エネルギー関連
教育ＩＣＴ関連などを

中心にした各種メーカー

累計取引社数 約3,500社 累計取引社数 約100社

主力商材

建物・設備に関する長期保証
保証制度構築コンサル

＋アドミ業務

期間按分計上が中心 当期一括計上が中心

ストック型ビジネス フロー型ビジネス＋
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日本リビング
保証

製造者・
販売者

損害保険
会社

修理点検
協力会社

その他
委託会社

購入者・
オーナー



2009年の発売開始から累計で約23万世帯、約170万機器の
ご契約をいただく大ヒットサービス／直近はＯＥＭ型提供が主流
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設備保証の売上・原価は保証期間に応じて按分計上されることで、
前受収益・前払費用として計上されるとともに、手元キャッシュが潤沢に

（例）第n期に10年間の保証料を一括領収した場合

10

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

入金
ベース

会計
処理

n期 ｎ＋1期 ｎ＋２期 ｎ＋３期 ｎ＋４期 ｎ＋５期 ｎ＋６期 ｎ＋７期 ｎ＋８期 ｎ＋９期

B/S（長期）前受収益として計上

同様に原価（保険料等）も分割計上

手元には潤沢なキャッシュが発生
（成長投資や資産運用の原資に）
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2018年6月期
第4四半期

2019年6月期
第1四半期

2019年6月期
第2四半期

2019年6月期
第3四半期

単位：千円

2019年6月期
第4四半期

2021年6月期
第1四半期

2020年6月期
第1四半期

2020年6月期
第2四半期

2020年6月期
第3四半期

2020年6月期
第4四半期

2021年6月期
第3四半期

2021年6月期
第2四半期

保証契約残高（前受収益＋長期前受収益）
↓

保証期間に応じて期間按分される「ストック売上」であり、
来期以降の売上を下支え

2021年6月期
第4四半期

長期保証契約の着実な獲得により、B/Sに表出する
保証契約残高（前受収益および長期前受収益残高）は65億円超に到達

18



流動資産 約73億円

固定資産 約71億円

有利子負債 約7億円

その他の負債 約8億円

預り金 約54億円

資産の部 負債の部

前受収益 約66億円

自己資本 約9億円

ほぼ現金

将来の利益の源泉

⇒ 総資産の4.5%

＜2021年6月期期末時点＞

バランスシートに、当社の本質的なビジネスモデルの強さが表出
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8,539 12,512 36,293 

154,774 
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704,386 

771,142 

879,491 
965,381 

1,206,630 

1,408,657 

1,679,236 

1,875,000 

98,163 

152,061 
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1,002,363 

1,022,000 
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第7期
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第8期

2016/6

第9期

2017/6

第10期

2018/6

第11期

2019/6

第12期

2020/6

第13期

2021/6

第14期

2022/6

2012年1月～
仲介事業者向け検査・保証サービス

「売買あんしんサポート」
を販売開始

転換点②

2016年6月～
積立型メンテナンス保証サービス

「住設あんしんサポートプレミアム」
を提供開始

転換点③

2017年8月～
アフターサービス一括外注サービス

「長期メンテナンスシステム」
を提供開始

転換点④

2019年7月～
建物長期保証サービス

「建物20年保証バックアップサービス」
を提供開始

転換点⑤

2020年7月～

「教育ＩＣＴ機器保証サービス」
を提供開始

転換点⑥

2009年創業
住宅設備の延長保証サービス

「住設あんしんサポート」
を販売開始

転換点①

20

創業以来、13期連続で増収を達成
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再生可能エネルギーおよび
GIGAスクールマーケット開拓が奏功

同マーケット深耕による高収益を維持・拡大

先行投資を継続し、安定的な
ストックビジネスとして育成

ストック型のおうち事業とフロー型のＢＰＯ事業を組み合わせることで
収益安定性・財務健全性の高い経営を実現

2020年6月期 2021年6月期 2022年6月期
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BPO事業入金

(運用事務分)

＜ 2021年6月期 以前 ＞ ＜ 2022年6月期 以降 ＞

BPO事業入金

（加入事務分）

20～30%

※ 運用事務と加入事務の比率は案件によって異なる

当期一括計上
BPO事業入金

当期一括計上

期間按分計上

売上へは

売上へは

売上へは

70～80%

「収益認識に関する会計基準」を2022年6月期の期首から適用したことに伴い、
過去分を含むBPO事業の売上計上方式が変更



おうちのトータルメンテナンス事業
に関する成長可能性について
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コロナ禍による戸建需要の拡大により、見通しを上回る着工棟数で着地するも
人口減少による緩やかな減少トレンドは免れない情勢

81.2万戸
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コロナ禍による将来への不安といった影響もあり、
会社の信用度やアフターサービスを重視する顧客が増加

1位

住宅会社選びで重視すること

2位

3位

4位

5位

会社の信用度

アフターメンテナンスの丁寧さ（長期の関係性維持）

住宅のデザインや性能

会社や人の雰囲気

ブランド力

63.2％

54.8％

53.3％

44.6％

28.3％

（コロナ後）

＜出展＞ 新建ハウジング 工務店のためのコロナ対策読本
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私たちはアフターサービスを切り口に、住宅事業者の様々なニーズに
対応することでビジネスチャンスの創出をサポートしています



各種ソリューションを組み合わせたカスタマイズ性の高いスキームが
ワンストップで提供できることが当社の最大の強み
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金融
ソリューション

リアルサービス
ソリューション

・各種保証制度提供
ー 設備保証・建物保証・売却価格保証

・決済システム提供
ー オリジナルトークン発行・積立・決済

業務ＤＸ推進
ソリューション

・点検検査サービス提供
ー アクティブインスペクション、売買時検査

・メンテナンスサービス提供
ー 受付・修理手配
ー メンテナンス工事実施

・営業支援ツール提供
ー おうちマネージャー、メンテナンスシミュレーション

・業務効率化ツール提供
ー AIチャットボット、オンライン見積受発注システム

カスタマイズによる

ニーズへの対応



28

社名／提供サービス例 建物長期保証 住宅設備保証
点検

（自社受託）
コールセンター
（自社受託）

モバイルアプリ

〇 〇 〇 〇 〇

Ａ社 〇

Ｂ社 〇

Ｃ社 〇 〇 〇

Ｄ社 〇 〇 〇

Ｅ社 〇 〇 〇 〇

アフターサービスに関する各種ソリューションを
ワンストップ提供できる点に当社の優位性あり

（当社調べ）・上記A～E社は住宅事業者に対してアフターサービスソリューション提供をしている主な企業を選定
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住宅・土地統計調査を基に当社にて作成※2021年7月建設経済研究所発表「建設経済モデル
による建設投資の見通し」を基に当社にて作成

住宅事業者に対し、
保証を中心としたアフターサービスを設計し
継続的なサービス付帯をいただくアプローチ

＜保証料などアップフロント型のビジネス＞

住宅事業者に対し、
オリジナルトークンやアプリを中心とした

顧客活性化の仕組みを利用いただくアプローチ

＜決済手数料などランニング型のビジネス＞



専有部に関する手厚いメンテナンスサービスを標準付帯することで
他社差別化を強化するとともに、グループ収益向上を仕組みで実現

引渡し 10年2年

住宅設備保証 10年間

5年

専有部
点検

専有部
点検

緊急トラブル対応（水・鍵・ガラス） 10年間

メンテナンスサポート（内装その他） 10年間

オーナー任意で
月払の継続プランに加入可能

新築マンション全戸に標準付帯することで…
・顧客ニーズを捉えたアフターメンテナンスサービスの提供
・メンテナンスに関する接点を10年間確保し他社流出を防止

グループ会社での
リフォーム・仲介獲得増大

＜クライアントにもたらされる効用＞

30
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長期の設備保証サービスの標準付帯に加え、オリジナルトークン発行により
継続的・長期的な顧客接点を創出し、二次商流形成を仕組みで実現

引渡し 10年2年

住宅設備保証 10年間

5年

オリジナルトークン（専用電子マネー・ポイント）発行

新築戸建て全戸に標準付帯することで…
・顧客ニーズを捉えたアフターメンテナンスサービスの提供
・オリジナルトークンにより、効率的な販促と商圏形成を志向

クライアントの大規模修繕工事・
リフォーム獲得増大

戸建向け修繕積立
サービスのご案内

ご紹介・アンケート
協力へのマネー贈呈

リフォーム工事発注に
対するマネー還元

オウンドマネー利用
による優待特典提供



建物保証・設備保証のほか、アフターサービス業務についても
当社が代行することで、営業活動に集中できる仕組みを実現

引渡し 10年2年

住宅設備保証 10年間

5年 20年

建物保証 20年間

メンテナンス全般 受付・対応 10年間

定期
点検

定期
点検

新築戸建て全戸に標準付帯することで…
・顧客ニーズに捉えたアフターメンテナンスサービスの提供
・受付～対応まで、アフター業務からの手離れを実現

有限であるリソースを
営業活動に集中

※工務店の無料修理期間終了後は有償にて対応

32

＜クライアントにもたらされる効用＞



住宅事業者の経営戦略を支援する「戦略提案力」の向上を目指すとともに、
カスタマーサクセス部署の新設により、ストックビジネスへの転換を支援

住宅事業者のニーズ

当社が
提供するもの

当社に
もたらすもの

具体的
サービス

33



当社の企業理念「100年の価値を、すべての住まいに。」を体現する
業界初の長期保全プログラムを2021年6月に発表

34



メンテナンスを住宅資産価値に反映・可視化し、木造戸建住宅の価値を
最大１００年まで評価する、画期的なサービススキーム

35
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保証期間

住宅価値例
（当社算定価格）

引渡し 10年

20年間

2,175万円

20年15年5年

1,800万円 1,500万円 1,125万円

点検・価値算定価値算定 点検・価値算定 点検・価値算定

物件を売却する場合に…

例：17年目に売却開始、売却が1,000万円で成立

→価値保証価格1,125万円との差額を当社基準に基づき保証

住宅価値を見える化した上で、物件売却時に売却額が当社算定の
住宅価値価格を下回った場合に差額を当社基準に基づき保証

※保証料については、設備保証・建物保証と同様に引渡前に一括で受領／計上方針について監査法人と協議中



※画面は開発中のもので予告なく変更となる場合があります。

住宅事業者と住宅オーナーの接点形成を強力にサポートする
業界特化型のモバイルアプリを2021年11月に投入

37
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当社

情報連携

住宅
オーナー

住宅
事業者

各種情報発信、コミュニケーション
定期点検や積立の案内

各種問い合わせ

接点強化・商圏形成

メンテナンス依頼
各種積立・決済

アプリ提供

オリジナルアプリとして利用

ＯＥＭ型として各社へオリジナルアプリとして展開する「黒子型サービス」

利便性・満足度の向上

おうちマネージャー



ビジネスプロセスアウトソーシング事業
に関する成長可能性について

39



おうち事業で培った損害保険会社とのリレーションシップや
各種ネットワークをベースに、各種メーカーの保証制度構築・運営を支援

日本リビング保証

40



ストック型のおうち事業を補う形で、フロー型のＢＰＯ事業を並行推進
ＢＰＯ事業は補助金事業など時流を捉えたニュービジネスを支援

41



業
務
委
託
契
約

コールセンター・保険事務代行

保証サービス

損害保険契約

蓄電池マーケットの拡大を背景に、国の補助金対象である
蓄電池メーカー２５社中、１６社と取引中

42



「再生可能エネルギーマーケット」と「ＧＩＧＡスクールマーケット」を
主戦場とし、損害保険会社との綿密な連携の中で、マーケット深耕を目指す

43

＜これまで＞ ＜これまで＞

＜今後＞ ＜今後＞



再生可能エネルギー普及に深く関わる蓄電システムのニーズの高まりを捉えた
業界初の最長２０年保証スキームを２０２１年９月に発表

44



45

業
務
委
託
契
約

コールセンター・保険事務代行

保証サービス提供

損害保険
契約

長期保証スキームを実現することで、新たな技術や製品の普及を
保証の立場から支え、サステナブル社会の実現に貢献



ＧＩＧＡスクール構想で導入されたタブレット端末７５０万台のうち、
約６００万台が保証未付帯であり、保守メンテナンススキームを推進

約150万台

約600万台

保証付帯端末

保証未付帯端末

ＧＩＧＡスクール構想で導入された
タブレット端末の保証付帯状況

保守メンテナンスサービススキーム

46

（当社調べ）



新たな取り組みについて

47



デジタル技術の普及が遅れる住宅業界の業務変革に向けて、
テクノロジーを有するスタートアップ・ベンチャー企業との提携を推進

48



急激なデジタルシフトへの対応は、企業のステージアップに不可欠との
認識であり、サービス・業務のデジタル化、デジタル人材育成に注力

49

・ＲＰＡ、ＡＩ-チャットボット、業務アプリ構築クラウド
サービス等の活用伝播により、各部門で業務効率化が実現

・各業務部門の選抜社員に対し、３か月に亘る外部研修
プログラムを企画・実施し、社内ＳＥを育成・増強

→ 開発人員と併せ、正社員数の２０％超のＩＴ人材率を目指す

・オンライン保証申込を可能にしたB-to-Bプラットフォーム
「アフタマイズプラットフォーム」加盟店数が３００社を突破

・ＯＥＭ型モバイルアプリ「おうちマネージャー」をリリース

・活きたデータ活用に向け、データ管理基盤の再構築を進行



住宅メンテナンス業界特化型
決済・受発注管理・資金支援プラットフォーム

V-SaaS（Vertical SaaS）

メンテナンス領域で蓄積した知見と、決済・金融のノウハウを組み合わせた
“住宅メンテナンス業界特化型プラットフォーム”開発を推進

50



業績推移・業績予想について
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18年6月期 19年6月期 20年6月期 21年6月期
22年6月期
（予想）

売上高 1,287 1,647 1,955 2,801 3,100

売上原価 467 648 766 969 --

販売費及び
一般管理費 657 818 984 1,278 --

営業利益 162 180 204 554 610

経常利益 158 213 284 630 710

純利益 103 143 186 362 465

52

単位：百万円

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を2022年6月期の期首から適用しておりますが、前期以前は旧会計基準等を適用した数値を記載しております。



資産の部
18年
6月期

19年
6月期

20年
6月期

21年
6月期

流動資産 3,132 3,068 2,440 7,305

内、現金及び預金 2,350 1,848 1,203 5,547

固定資産 2,009 3,622 5,848 7,068

有形固定資産 22 39 76 310

無形固定資産 26 58 91 139

投資その他の資産 1,960 3,524 5,679 6,618

資産合計 5,142 6,691 8,288 14,375

負債及び
純資産の部

18年
6月期

19年
6月期

20年
6月期

21年
6月期

負債 4,820 6,216 7,657 13,446

流動負債 901 1,224 1,479 3,399

固定負債 3,919 4,992 6,178 10,047

純資産 322 475 630 928

内、資本金 202 205 206 211

負債及び純資産合計 5,142 6,691 8,288 14,375

53

単位：百万円

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を2022年6月期の期首から適用しておりますが、前期以前は旧会計基準等を適用した数値を記載しております。



事業計画に関するリスク リスク要因となる主な事項及び対応策

システム障害について

当社グループは、事業の特性上、顧客との契約管理を中心に多数のシステムを保有しており、
万一何らかの事情によりシステム不良や作動不能等の事態が生じた場合、当社グループの経営
成績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。
よって、従来よりシステム事故やエラーが生じないよう高度なシステム技術を駆使するととも
に、システムネットワークのセキュリティ強化やデータサーバーの多重管理等、万全の体制を
構築するよう努めております。

外部経営環境による
影響について

当社グループが展開している「おうちのトータルメンテナンス事業」は、住宅・不動産市況に
影響を受け、「BPO事業」のうち、特に延長保証事務の受託業務については延長保証の
対象となる機器の需要等に影響を受ける為、事業環境が悪化した場合、当社グループの経営成
績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。よって、新築住宅以外のマーケット
開拓に資する商材の投入や保証対象物の範囲拡大を通じて安定的な収益基盤の確保に努めてお
ります。

競合について

当社グループが展開している「おうちのトータルメンテナンス事業」において、「保証サービ
ス」及び「検査補修サービス」は業界に対する法規制も少なく参入障壁も低いことから、大小
様々な競合企業が存在します。今後さらなる競争の激化により、当社グループの独自性が失わ
れた場合、当社グループの経営成績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。
よって、ソリューションをワンストップで提供できる体制を整備して差別化に努めております。

損害保険会社との
契約及び提携関係について

当社グループが提供している「保証サービス」において発生する将来の修理コスト等を担保す
る為に長期（概ね保証期間2年超）の保証契約に対して損害保険会社との間で保険契約を締結し
ており、「保証サービス」の提供に係る実質的なリスクを移転しておりますが、保険料設定時
の想定を超えた故障や不具合が発生した場合、将来の支払保険料増加などのコスト上昇につな
がる恐れがあり、当社グループの経営成績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性がありま
す。よって、受付時の適切な保証適用査定を通じたロスコントロールに努めております。

54※その他のリスクについては、有価証券報告書の「事業等のリスク」を参照ください。
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